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１． 電気事業の経緯 

県は、電力の確保と安定供給を行うため、昭和 27 年に電気事業許可を受け、

昭和 29 年に長(なが)発電所を建設して以降、宮川第一・第二・第三発電所を

建設し、「宮川総合開発事業」の一環として水力発電事業を開始しました。 

昭和 36 年の企業庁発足後には、中南勢地区の産業基盤の整備、オイルショ

ック後の石油代替エネルギーの確保など、その時々の社会情勢に応じて公営電

気事業に求められた使命を果たすため、三瀬谷発電所をはじめ６箇所の発電所

を建設して事業を実施し、クリーンなエネルギーを供給するとともに、地域の

発展に貢献してきました。 

また、県は、ごみの持つ未利用エネルギーの活用、小規模自治体の可燃性ご

みの処理におけるダイオキシン類対策など、資源循環型社会の構築に向けたご

み処理システムとしてＲＤＦ焼却・発電事業に取り組み、平成 14 年 12 月から

当庁が事業運営を行ってきました。 

当庁は、地方公営企業を取り巻く環境変化に対応するため、第三者機関とし

て「企業庁の今後のあり方検討会」を設置し、平成 18 年３月に「企業庁の今

後のあり方に関する報告書」を取りまとめました。また、これと並行して、県

議会から「三重県企業庁事業の民営化に向けた提言」がなされました。これら

の経緯を踏まえ、県は平成 19 年２月に「企業庁のあり方に関する基本的方向

について」を公表し、「民間譲渡が最初の選択肢となる」との考え方を示しま

した。これを受けて、当庁では、平成 19 年 11 月に水力発電事業の民間譲渡を

重点的な取組の一つに掲げた「三重県企業庁長期経営ビジョン」を策定し、水

力発電事業の民間譲渡を推進しました。その後、譲渡先として中部電力株式会

社を選定し、様々な課題について協議を進め、平成 27 年４月に全ての水力発

電所の民間譲渡を完了し、水力発電事業を廃止しました。 

ＲＤＦ焼却・発電事業については、平成 22 年８月の三重県ＲＤＦ運営協議

会理事会で事業期間を令和２年度末までとしていましたが、ＲＤＦ関係市町等

の新たなごみ処理体制の構築に進展がみられたことから、平成 30 年７月の同

協議会総会において、「製造団体は、令和元年９月を軸に三重ごみ固形燃料発

電所へのＲＤＦの搬入を終了し、新たなごみ処理体制へ移行する」ことなどが

決議されました。これを受けて、当庁は、令和元年９月に三重ごみ固形燃料発

電所におけるＲＤＦの焼却・発電を終了しました。 

その後、ＲＤＦ焼却・発電施設の撤去等の事業終了に向けた取組を進め、令

和５年３月 31 日をもって電気事業は廃止となりました。 
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２． 電気事業の概要 

（１）水力発電事業 

① 長発電所 

宮川総合開発事業の一環として建設する宮川ダム及び宮川第一・第二 

発電所の建設工事用電力を供給する目的と、事業完了後はその発生電力

を中部電力（株）へ売電する計画で建設されました。度会郡大紀町滝原

（当時 滝原町）地内において、宮川水系大内山川を取水ダムでせき止め、

多気郡大台町長ヶ (当時 三瀬谷村) 地内へ導水して、最大出力 2,400kW

の発電を行うもので、県営発電事業として最初のものであり、昭和 27 年 

月に着工し、昭和 29 年１月に完成しました。 

② 宮川第一・第二発電所 

宮川第一発電所は、多気郡大台町久豆（当時 大杉谷村）に築造される

宮川ダムの貯留水を北牟婁郡紀北町島原（当時 赤羽村）へ導き、 最大

出力 24,800kW を発電するものであり、昭和 28 年６月に着工し昭和 32

年４月に完成しました。 

宮川第二発電所は、宮川第一発電所で使用した水をトンネルで紀北町

三浦（当時 三野瀬村）に導き、最大出力 27,600kW の発電を行うもので

あり、昭和 29 年６月に着工し、昭和 33 年１月に完成しました。 

昭和 27 年度から始まった宮川総合開発事業のうち発電計画について

は、これをもって完了することとなりました。 

③ 宮川第三発電所 

宮川総合開発事業の一環として完成した長発電所及び宮川第一・第二

発電所と相まって未開発地区に産業発展の基礎を築き、公共の福祉に寄

与するために、宮川水系堂倉谷川に取水ダムを築造し、不動谷調整池ダ

ムで調整した後、多気郡大台町大杉（当時 大杉谷村）地内に導水して最

大出力 12,000kW の発電を行うものであり、昭和 33 年７月に着工し、昭

和 37 年３月に完成しました。 

④ 三瀬谷発電所 

中南勢地域の開発を進めるうえで産業基盤の整備を図る必要があり、

その一環として、大台町地内の宮川に三瀬谷ダムを築造し、ダム貯水位

を利用して発電を行うとともに、中南勢地域における工業用水の水源を

確保することとしました。発電計画は、ダムの落差を利用してダム右岸

直下部の大台町菅合に建設する三瀬谷発電所で最大出力 11,200kW の発

電を行うものであり、昭和 39 年３月に着工し、昭和 42 年３月に完成し

ました。 
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⑤ 青蓮寺発電所 

淀川水系における水資源開発基本計画の一環として、水資源機構（当

時 水資源開発公団）により淀川水系青蓮寺川に建設された青蓮寺ダム

は、洪水調節、かんがい用水、水道用水及び発電を目的として計画され

ました。 発電計画は、ダムの落差を利用して、ダム下流右岸側の名張市

中知山地内に建設する青蓮寺発電所で最大出力2,000kWの発電を行うも

のであり、昭和 43 年３月に着工し、昭和 45 年５月に完成しました。 

⑥ 大和谷発電所 

昭和 48 年からの二度にわたるオイルショックにより、中小水力の開

発が見直され、昭和 55 年に現地調査を実施し、地池谷川、大和谷川から

取水を行い、さらに導水路途中で焼山谷、三滝谷からの渓流取水も加え、

宮川ダムの背水端付近に放流する大和谷発電所で最大出力6,400kWの発

電を行うものであり、昭和 56 年 11 月に着工し、 昭和 60 年６月から発

電を開始しました。 

⑦ 蓮発電所 

建設省が櫛田川水系蓮川に治水、水道用水、発電の多目的ダムとして

築造した蓮ダムの放流水の落差を利用して、ダム直下左岸の松阪市飯高

町森地内（当時 飯南郡）に建設する蓮発電所で最大出力 4,800kW の発電

を行うものであり、昭和 57 年に着工し、平成２年４月から発電を開始し

ました。 

⑧ 青田発電所 

石油代替エネルギー開発推進政策の一環として、櫛田川水系青田川の

水を利用して、松阪市飯高町青田地内（当時 飯南郡）に建設する青田発

電所で最大出力 2,800kW の発電を行うものであり、平成３年 12 月に着

工し、平成７年 10 月から発電を開始しました。 

⑨ 比奈知発電所 

淀川水系における水資源開発基本計画の一環として、水資源機構（当

時 水資源開発公団）により淀川水系名張川に建設された比奈知ダムは、

洪水調節、かんがい用水、水道用水及び発電を目的として計画されまし

た。 発電計画は、ダムの落差を利用して、ダム下流左岸側の名張市上比

奈知地内に建設する比奈知発電所で最大出力1,800kWの発電を行うもの

であり、平成６年 12 月に着工し、平成 10 年 12 月に発電を開始しまし

た。 
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〇水力発電事業 設備一覧 

発電所名 使用河川名 発電所位置 発電形式 
最大 

使用水量 
(㎥/秒) 

最大出力 
(kW) 

長 大内山川 
多気郡 
大台町 

水路式   6.00   2,600 

宮川第一 宮川 
北牟婁郡 
紀北町 

ダム水路式  24.00  25,600 

宮川第二 宮川 
北牟婁郡 
紀北町 

水路式   24.00  28,600 

宮川第三 
堂倉谷川 
不動谷川 

多気郡 
大台町 

ダム水路式     3.00  12,000 

三瀬谷 宮川 
多気郡 
大台町 

ダム式  40.00  11,400 

青蓮寺 青蓮寺川 名張市 ダム式    4.00  2,000 

大和谷 大和谷川 
多気郡 
大台町 

水路式     3.00  6,400 

蓮 蓮川 松阪市 ダム式     9.00  4,800 

青田 
青田川 
菅谷川 

松阪市 水路式     1.50  2,800 

比奈知 名張川 名張市 ダム式    3.70  1,800 

水力合計      98,000 

※本表は平成 25 年３月時点の設備仕様を掲載している。（建設後の設備改良を反映） 
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（２）ＲＤＦ焼却・発電事業 

① 三重ごみ固形燃料発電所 

県内で製造されたＲＤＦ1の安定的な受け皿となるように、三重ごみ固形

燃料発電所を「広域的なモデル事業」の施設として位置づけ、平成 11 年

度から整備を進めて、平成 14 年 12 月から発電を開始しました。 

   ・設置場所    三重県桑名市多度町力尾地内 

・処理方式    焼却処理（外部循環型流動層ボイラー）方式 

   ・発電出力    12,050ｋＷ 

   ・ＲＤＦ処理能力 240ｔ／日（120ｔ×２系列） 

   ・建設期間    平成 11 年度～平成 15 年度（平成 14 年 12 月運転開始） 

 

（参考）県内のＲＤＦ製造施設 

市町村等 
施設規模 

(ごみｔ) 
備考 

海山町 20t/日 海山町（現紀北町） 

香肌奥伊勢資源化 

広域連合 
44t/日 

飯南町、飯高町（以上現松阪市）、 

勢和村（現多気町）、大台町、宮川

村（以上現大台町）、大宮町、紀勢

町、大内山村（以上現大紀町） 

桑名広域清掃事業組合 230t/日 

桑名市、多度町、長島町（以上現桑

名市）、員弁町（現いなべ市）、 

東員町、木曽岬町 

上野市ほか４か町村 

環境衛生組合 
135t/日 

上野市、伊賀町、阿山町、島ヶ原

村、大山田村（以上現伊賀市） 

南牟婁清掃施設組合 23t/日 
御浜町、紀和町（現熊野市）、鵜殿

村、紀宝町（以上現紀宝町） 

紀伊長島町 21t/日 紀伊長島町（現紀北町） 

浜島町 12t/日 浜島町（現志摩市） 

※本表は平成 14 年 12 月時点 

  

 
1 ＲＤＦは、Ｒｅｆｕｓｅ（ごみ）、Ｄｅｒｉｖｅｄ（由来する）、Ｆｕｅｌ（燃料）の略

称で、家庭などから出た可燃性ごみを原料に製造された燃料のことをいう。 
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３． 電気事業の実績 

（１）水力発電事業 

長発電所が完成した昭和 29 年から電力供給を開始するとともに、発電所

の建設を進め、比奈知発電所が完成した平成 10 年以降は 10 箇所の水力発電

所で合計最大出力 98,000ｋＷの発電を行いました。 

降雨などの状況に応じて増減はありますが、電力会社を通して年間約 2.5

億ｋＷｈ（一般家庭約 6.3 万世帯分に相当2）の電力を供給しました。 

平成 25 年から発電所毎に中部電力株式会社への譲渡を行い、平成 27 年に

全ての発電所の譲渡を完了し、水力発電事業を廃止しました。 

水力発電事業の供給電力量は、総計で約 155 億ｋＷｈでした。 

（２）ＲＤＦの焼却・発電事業 

平成 14 年 12 月から令和元年９月まで、三重ごみ固形燃料発電所を運用

し、ＲＤＦの焼却により得られた蒸気から最大出力 12,050ｋＷの発電を行

いました。 

運用開始直後から保管中のＲＤＦの発熱・発火するなどトラブルが続き、

平成 15 年８月にＲＤＦ貯蔵槽が爆発する死傷事故の発生により運転を停止

しましたが、施設改修や危機管理マニュアルの整備などの安全対策を行い、

平成 16 年９月から運転を再開しました。 

運転再開後は安全に安定した運用を継続し、年間約５万トン（県内の一般

廃棄物の約 14％に相当3）のＲＤＦを焼却し、年間約５千万ｋＷｈ（一般家

庭約 1.3 万世帯分に相当）の電力を供給しました。 

ＲＤＦ焼却・発電事業のＲＤＦ処理量は総計で約 75 万トン、供給電力量

は総計で約 8.0 億ｋＷｈでした。 

（３）事業収支 ※令和４年度最終補正予算時点 

電気事業会計（昭和 29 年度～令和４年度）の総事業収支は、約 63.2 億円

の黒字となりました。 

事業別には、水力発電事業（昭和 29 年度～令和４年度）の事業収支は約

124.9 億円の黒字、ＲＤＦ焼却・発電事業（平成 14 年度～令和４年度）の事

業収支は約 61.6 億円の赤字でした 

電気事業廃止後の残余財産は全て県（一般会計）に引継ぎます。 

 
2 1 世帯あたり 4,047kWh として算出（環境省 平成 31 年度統計調査） 
3 ＲＤＦ化量÷県内総ごみ量（三重県 平成 30 年度一般廃棄物処理事業のまとめ） 
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資料１ 発電所位置図 
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資料２ 供給電力量の推移（水力発電事業） 
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資料３ ＲＤＦ処理量と供給電力量の推移（ＲＤＦ焼却・発電事業） 
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資料４ 年表 
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